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長崎県における春季の微小粒子状物質の成分特徴について 

（2014～2016年） 

16ptあき 
土肥 正敬、田村 圭 1、冨永 勇太 2 

 
12 現所属：長崎県環境部環境政策課 ２ 現所属：長崎県県南保健所 

ptあき 
長崎県では、2014年から 2016 年にかけて春季の PM2.5採取及び成分分析を県内 2地域で実施した。収集し

た PM2.5 成分データについて発生源種類を Positive matrix factorization (PMF 解析) により、発生源位置を

Concentration Weighted Trajectory (CWT 解析) により推定した。この結果、最も高濃度化に寄与していたのは

SO42-, NH4+を指標とする硫酸系二次生成粒子と推定された。併せて、硫酸系二次生成粒子の発生源位置を

CWT 解析により推定したところ大陸側からの移流が示唆されたが、その発生源寄与は年々減少していると推定さ

れた。 

 
キーワード：PM2.5成分分析、発生源推定、越境移流 

 

 

 

は じ め に 

微小粒子状物質 (以下、「PM2.5」という) は粒径

2.5 μmの非常に小さな粒子であるため人体へ取り込

まれやすく、呼吸器系や循環器系などへ健康被害

を及ぼす可能性が指摘されていることから近年注目

されるようになった。 

環境省は 2009 年に PM2.5 質量濃度の環境基準

を設定するとともに、いわゆる大気汚染防止法に係

る事務処理基準 1)を改正し、全国的な PM2.5 監視

測定体制の整備を進めてきた。この一環として、

2011 年には PM2.5 成分分析ガイドラインが策定さ

れ、「地方自治体は、環境基準の達成状況を把握す

るために質量濃度の測定を行うとともに、特定の発

生源への対策等、地域独自の対策の検討を行うた

めに成分分析を行うことが求められる。」とする方針

が示された。これにより、PM2.5 構成成分について

各自治体の主導による常時監視体制の整備が進め

られ、2016 年度時点ではほぼ全ての都道府県で実

施されるに至っている。加えて、全国の地方環境研

究所が独自に取り組む研究課題にも PM2.5 が取り

上げられるようにもなり、今日までその実態解明が進

められてきた。環境保健研究センター (以下、「環保

研」という) においても、特に高濃度が観測されやす

い春季における PM2.5 成分分析を実施したので、

発生源推定結果と併せて報告する。 

 

材 料 お よ び 方 法 

１ 調査地点 
 

図 1 試料採取地点 

 

調査地点を図 1 に示す。県内 2 地点で同時に

PM2.5試料を採取した。1地点目は離島地区の五島

局とした。2 地点目は、本土地区の諫早局としたが、

都合により環保研と大村局に地点変更した期間があ

る。 

 

２ 調査日数 

調査日数を表 1に示す。2014年から 2016年の 3

ヵ年にわたって、春季 (概ね3月から5月) にPM2.5

試料を採取した。採取日数はのべ 408日間であった。

内訳は、五島局 186 日間、諫早局 168 日間、環保

研 27 日間、大村局 27 日間である。なお、前述のと

おり、調査期間 3 年を通じて地点変更がなかったの

は、離島地区 (五島局) だけである。 
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３ 試料採取 

試料採取方法及び使用機器を表 2 に示す。試料

採取は、原則、成分分析ガイドライン 2)及び成分測

定マニュアル 3)に準拠した。連日、正午から積算流

量 24m3 の大気試料をフィルター採取、成分分析に

供した。使用したフィルターの大きさは Φ47 mm で、

石英製もしくは PTFE 製のものを用いた。石英製フィ

ルターは炭素成分とイオン成分の分析に、PTFE 製

フィルターは無機成分分析に使用した。 

 

４ 成分分析 

成分分析方法と測定項目を表 3 に示す。成分分

析は、原則、成分分析ガイドライン及び成分測定マ

ニュアルに準拠した。なお、質量濃度は秤量法では

なく、調査地点近傍にある自動測定機の日平均値 

(µg/m3) を参照した。 

 

 

 

５ 発生源解析 

(1) 発生源種類の推定 

米国環境保護庁が提供するソフトウェア  EPA 

PMF5.0 を使用して、レセプターモデル解析のひと

つである positive matrix factorization (以下、「PMF

解析」という)4) による発生源種類の推定を試みた。

変数に PM2.5 質量濃度を追加し、測定項目の重み

付けを表 4 のとおりとした。モデル全体の不確かさを

一律 15%とし、100回計算を実行した。 
 

 

なお、PMF 解析結果について以下の内容を確認

し、妥当性が高い最終解を選択した。 

・各発生源の因子を説明できるか 

・Q値と Qexp値が近似しているか (2倍以下) 

・PM2.5 構成成分の実測値と推定値の相関係数 

・Bootstrap 結果の IQR値及び mapping値 

・PM2.5 (Total variable) の寄与が 0でないこと 

 

(2) 発生源位置の推定 

Yaqiang Wang氏が提供するMeteoInfo Trajectory 

Statistics plugin (version 1.4.4R5) を 用 い て

Concentration weighted trajectory (以下、「CWT解析」

という)5) による発生源位置の推定を試みた。なお、

CWT 解析に投入する変数には、前述の PMF 解析

により推定された発生源の寄与濃度 (µg/m3) を使

用した。解析条件は以下のようにした。 

後方流跡線：NOAA-HYSPLIT 

遡及時間：72時間 

描画頻度：1時間毎 

グリッド： 0.5 度 x 0.5 度 

遡及起点：本土地区 (諫早局、環保研、大村局) 

起点高度：500, 1000, 1500 m 

 

結 果 お よ び 考 察 

１ PM2.5 質量濃度の経年変化等について 

長崎県では全 18 地点において PM2.5 質量濃度

常時監視を実施しており、環境基準達成地点は既

報 6)のとおり経年的に増える傾向にあった。ここでは、

本研究で PM2.5 成分分析を実施した 3 地点 (五島

局、諫早局及び大村局) における PM2.5 質量濃度

について、過去 4 年間 (2013 から 2016 年度) のデ

ータを図 2に示す。なお、図中の赤枠は本研究にお

いて成分分析を実施した期間を示している。 

 

 

 

有機性炭素（OC）、無機状炭素（EC）

水溶性有機炭素（WSOC）

無機成分
22項目

Al, Ti, V, Cr , Mn, Fe, Co, Ni, Cu, Zn, As ,Se, Rb, Mo,

Cd, Ba, La, Ce, Sm, Hf, W, Pb

イオン成分
9項目

Cl
-
, NO3

-
, SO4

2-
, Na

+
, NH4

+
, K

+
, Mg

2+
, Ca

2+
, しゅう酸

炭素成分
3項目

測　定　項　目（詳細）

使　用　機　器

五島局・諫早局 自動測定機 (機種: PM-712)

大村局 自動測定機 (機種: FPM-377)

環保研 　(大村局測定値を参照)

熱分離・光学補正式炭素計

水溶性有機炭素 全有機体炭素計

誘導結合プラズマ質量分析計

イオンクロマトグラフ

測　定　項　目

炭素成分(µg/m
3
)

無機成分(ng/m
3
)

イオン成分(µg/m
3
)

質量濃度(µg/m
3
)

表 3 成分測定項目及び使用機器 

（単位：日）

離島地区
❶五島局 ❷諫早局 ❸環保研 ❹大村局

2 10

3 29

4

5 21 22

6 5

3 29 30

4 30 25

5 27 25

6 1

3 30 31

4 25 17 3

5 24 24

186 168 27 27 合計408日

2
0

1
6

小計

本　土　地　区
2

0
1

4
年 月

2
0

1
5

表 1 地点毎の試料採取日数 

Total

variable
イオン成分 無機成分 炭素成分

Strong
NO3

-
, SO4

2-
, Na

+
,

NH4
+
, Mg

2+
, Ca

2+

Al, Ti, V,  Mn, Fe, Co,

Cu,  As ,Se, Rb, Cd, Ba,

La, Ce, W, Pb

Weak
(不確かさ3倍 )

PM2.5 K
+ Ni, Mo OC, EC

Bad
(解析から除外 )

Cl
-
, しゅう酸 Cr, Zn, Sm, Hf, WSOC

表 4 PMF解析における各成分の重み付け 

採　取　方　法 使　用　機　器

FRM2025 series

(H26年2~3月はLV-250)
正午開始, 16.7 L/min, 24hr

表 2 試料採取方法及び使用機器 
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(1) PM2.5 月平均値 

月平均値について、2014 年度までは春季の濃度

上昇が特徴的であるが、2015 年度以降は観測され

なかった。 

また、諫早局の月平均値は五島局や大村局と挙

動が似ているものの、概ね諫早局がわずかに高濃

度であった。このことは、他地点と比べて地域発生

源（道路交通や産業活動等）が多いと推察される諫

早局での濃度の上乗せが考えられる。 

 

(2) PM2.5 日平均値の高濃度日 

日平均値が 35 µg/m3 を超過した日を高濃度日と

して集計した。 

2014 年度までは冬から春にかけて高濃度日が多

く観測されており、偏西風の影響により大陸からの越

境汚染を受けやすいとされる長崎県の特徴と考えら

れた。しかし、2015 年度以降は冬春の高濃度日が

ほとんど観測されておらず、経年傾向に変化がみら

れた。 

 

 

 

２ 発生源種類の推定 

 (1) 発生源種類とその指標成分 

 PMF 解析を用いて、春季の PM2.5 成分データか

ら発生源種類の推定を行った。この結果、7 種類の

発生源が推定された。各発生源の指標成分を表 5

及び図 3 に示す。なお、指標成分に対する各発生

源の割り当ては文献 7-14) や成分測定マニュアルで

確認したが、全く同じ指標成分の組み合わせでない

場合、解析者による恣意的な解釈も含まれている。 

 

 (a) 海塩 

 海塩粒子は Na+, Mg2+, Cl- が指標となるが、本解

析から Cl- を除外しているため Na+ と Mg2+ のみで

検討した。この発生源の寄与は大きくないが、漫然と

一定量が存在する点で海塩粒子の特徴があった(図

なし)。なお、Cl-を解析から除外した理由は検出下

限値未満のデータが多かったためであるが、原因の

ひとつとしてクロリンロス (NaCl + HNO3 → NaNO3 + 

HCl↓) 15) の影響などが考えられる。 

 

 (b) 工業系 

 複数の無機成分が含まれる発生源を工業系とした

が、特定の事業所を示すものではない。As, Seが含

まれるため石炭燃焼を含む事業所の可能性もある

が、本解析では分離できなかった。 

 

 (c) 土壌系 

 Ti, Al, Fe など特徴的な無機成分を含む発生源を

土壌系とした。黄砂観測日にその寄与度が大きくな

ることが多い。 

 

 (d) 石油燃焼系 

 V, Niなど特徴的な無機成分を含む発生源を石油

燃焼とした。石油燃焼灰に V, Ni等が含まれることは

広く知られており 15) 、また、石油精製グレードや燃

焼機関によってその組成が異なる。例えば、船舶と

その他の産業では石油燃焼灰の組成が異なることも

ありうるが、本解析では分離できていない。 

 

 (e) 硝酸系二次生成 

 NO-を指標とする発生源を硝酸系二次生成とした。

本来、単一の指標成分で一次排出粒子か二次生成

粒子かを判断することは難しいが、既報 6)において

長崎県全域で PM2.5 と NOx (ガス状物質) の相関

が高くなかったことから、ここでは外部からの流入を

想定した二次生成とした。 

 

 (f) タングステン 

 W を指標とする発生源をタングステンとした。後述

するが、タングステンの寄与は諫早局で大きかった

点で特徴的であった。 

 

 (g) 硫酸系二次生成 

 SO4
2-, NH4

+等を指標とする発生源を硫酸系二次生

成粒子とした。本解析では SO4
2-, NH4

+が当量比約

月
平
均
値

 
(µ

g
/m

3
) 

高
濃
度
日

(d
ay

) 

図 2 PM2.5 月平均値の推移 (2014-2016年度) 
※赤枠は成分分析を実施した期間を示す 
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1:2 で存在していることから、硫酸アンモニウム塩

(NH4)2SO4 で存在していると考えられた。(NH4)2SO4

は大気中で安定に存在することから長距離輸送され、

越境汚染の指標に使われる 15)。 

 (2) 発生源寄与 

 (a) 地点別の発生源寄与割合 

 各調査地点における発生源寄与割合について図

4に示す。 

 各調査地点とも、硫酸系二次生成の寄与割合が

最も大きかった点で共通していた。しかし、地点毎の

調査日数に差があるため、以降は特に調査期間が

長かった五島局と諫早局について述べる。 

 調査期間中の PM2.5 質量濃度を比べると五島局

と諫早局は同レベルであった (18.3, 18.6 µg/m3)。 

 その発生源寄与割合をみると、硝酸系二次生成は

五島局よりも諫早局が高くなっており (10%, 16%) 、

諫早局の周辺環境 （道路交通や産業活動等） に

由来する一次排出源の影響を反映した結果と考え

られた。 

 また、タングステン発生源は諫早局に特徴的な発

生源であった。その寄与割合は 5%と大きくはないが、

地域発生源に由来する可能性がある。ただし、タン

グステンは切削工具への添加材など用途はいくつ

かあるが、本解析においてタングステンが単独で発

生源に分離された理由は不明である (例えば、タン

グステンが鋼材等の切削研磨に利用されるのであ

れば、鋼材成分を伴って飛散することも考えられる) 。 

 一方、石油燃焼系の発生源は五島局が諫早局よ

りも高くなっており (9%, 5%)、周辺環境から推察す

ると船舶往来に由来する燃焼灰などが考えられる。 

 さらに、工業系の発生源は、五島局と諫早局でほ

ぼ同レベル (8%, 9%) であるが、特に五島局周辺

で無機成分を排出する工業系発生源は想定しにく

いため、外部からの流入の可能性もある。 

 

 

 

図 4 調査地点毎の発生源寄与割合 (%) 

 

 図 3 発生源プロファイル (% of species sum) 

 

指標成分

1 海塩 Na
+
, Mg

2+

2 工業系 Mn, Cu, As, Se, Rb, Pb, Cd

3 土壌系 Ca
2+

, Al, Ti, Fe, Ba, La, Ce

4 石油燃焼系 V, Ni

5 硝酸系二次生成 NO3
-

6 タングステン W

7 硫酸系二次生成 SO4
2-

, NH4
+
, OC, EC

発生源

表 5 PMF解析により推定された発生源 
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 (b) 高濃度日の発生源寄与濃度 

 成分分析期間において 35 µg/m3以上となった日を

高濃度日として図5に示す。以下に高濃度事例を挙

げる。なお、黄砂観測情報は気象庁 HP16)より入手し

た。 

 一事例目は、硝酸系二次生成によるものである。

本研究では諫早局 2014/2/28~31 の事例である (図

6) 17-19) 。また、五島局 2015/3/21~3/22 のように、黄

砂発表日であっても、硝酸系二次生成を主体とする

煙霧が観測された事例もあった。 

 二事例目は、土壌系発生源によるものである。本

研究では五島局 2015/5/26~5/31 の事例などである 

(図 7)。黄砂日は土壌発生源（図中黒）の影響が大

きくなるとともに、その他の発生源 (other) の増加を

伴うことが多い。これは、測定項目に含まれない炭

酸塩やケイ素などの土壌由来成分によると考えられ

る。 

 三事例目は、硫酸系二次生成によるものである。

本研究では、五島局 2016/5/26~30 の事例などであ

る (図 8)。 

 

３ 発生源位置の推定結果 (硫酸系二次生成) 

前述の PMF 解析で推定された 7 つの発生源のう

ち、最も寄与が大きい硫酸系二次生成の発生源位

置について、CWT 解析を用いて推定した結果を図

9に示す。 

解析準備として、本土地区 3 地点を起点とした後

方流跡線を描画したところ、2014 年度から 2016 年

度の春季は大陸側からの移流が多いことが確認で

きた。続いて、硫酸系二次生成の寄与濃度 (µg/m3) 

を使った CWT 解析を実行した結果、大陸側からの図 8 高濃度事例 (2016/5/26~30) 

図 6 高濃度事例 (2014/2/28~31) 

図 7 高濃度事例 (2015/3/21~22) 

図 5 高濃度日(日平均値>35µg/m3) の発生源寄与濃度 (µg/m3) 
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越境移流が経年的に減少していた。このことは、近

年、春季 (特に 5月) の PM2.5濃度が減少している

要因のひとつと考えられた。 

 

ま と め 

 本研究は、長崎県における PM2.5 の実態を把握

することで、発生源対策やヒトへの影響評価の検討

に資する基礎データの蓄積を目的として実施した。

2014年時点では、長崎県において PM2.5構成成分

を網羅的に分析した事例は少なく、環境省が常時

監視の一環として実施している離島（五島、対馬）で

の常時監視(年間 56 日間) などであった。春季に限

定されるものの、本研究の成果は長崎県の PM2.5

に関する新しい知見が得られるものと期待された。 

 本研究は離島地区と本土地区において同時に

PM2.5 を採取し、機器分析により得られた成分デー

タを用いて発生源の種類と位置を推定した。この結

果、春季の PM2.5発生源は 7種類と推定された。調

査期間を通して最も寄与が大きいのは、硫酸系二次

生成 (指標成分：SO4
2-, NH4

+) であったが、日平均

値 35 µg/m3を超える高濃度日は、硫酸系二次生成

以外の発生源の影響を強く受けている事例もあった。 

 また、最も寄与が大きい硫酸系二次生成の発生源

位置を CWT 解析により推定したところ、大局的には

大陸側から流入している傾向がみえたが、その強度

は経年的に小さくなっていた。このことは、春季の月

平均値が経年減少している一因である可能性を示

唆している。 

ただし、本研究で実施した PMF 解析及び CWT

解析は、発生源種類及び発生源位置を推定する手

法であり特定には至らないと思われる。また、その他

の発生源 (other) が占める割合が 1/4以上を占めて

いる事実からも、環境場における PM2.5 の挙動を正

確に再現するためには多角的な成分分析やモデル

解析手法の導入を検討する必要がある。 

なお、当研究所では長崎大学病院及び熱帯医学

研究所と共同で PM2.5 健康影響調査に取り組んで

おり、PM2.5 が喘息患者の呼吸器機能に与える影

響についても解析中である。解析にあたっては、本

研究で蓄積した成分データ使用しており、35 症例か

ら憎悪因子の抽出を試みている。この研究結果につ

いては、別途報告する予定である。 
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Characteristic of PM2.5 components in spring in Nagasaki prefecture 

(2014 - 2016) 
 

Masataka DOI, Kei TAMURA1, Yuta TOMINAGA2 

 
1 Nagasaki Prefectural Government Environmental Policy Division 

2 Nagasaki Prefectural Government Kennan Healthcare Office 

 
PM2.5 samples were collected at two monitoring station in Nagasaki prefecture, every spring from 

2014 to 2016 and analyzed for their chemical constituents. Sources were deduced using Positive 

Matrix Factorization (PMF), and pollutant source position were estimated using Concentration 

weighted trajectory (CWT). A total of 7 sources were deduced and major source of PM2.5 was 

Secondary sulfate (consist of SO4
2-, NH4

+). CWT analysis results showed that possible source areas 

contributing to Secondary sulfate concentration in Nagasaki to be the continent of china, but the 

source contribution was decrease with year by year. 
 
Key words: PM2.5 component analysis, Source Apportionment, transboundary transport 


